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はじめに 

 本県士会２００１年度の実態調査iで、医療・

療育機関に勤務する言語聴覚士（以下ＳＴ）か

ら挙げられた問題の多くが、低い医療保険診

療報酬に起因すると考えられた。したがって、

その直後の２００２年４月の診療報酬改定で、

言語聴覚療法は診療報酬が理学療法（以下Ｐ

Ｔ）、作業療法（以下ＯＴ）と同価に引き上げら

れ、また施設基準が定められたことにより、調

査であげられた問題点の多くに変化が見られ

たと予測された。今回、診療報酬の改定によっ

てＳＴの業務環境や業務内容にどのような変

化が見られたか、医療保険施設に勤務するＳ

Ｔを対象に調査を行い、改善が見られた点、

新たに問題が生じた点、さらに改善が望まれる

点について検討した。 

 

１． 調査目的 

 ２００２年４月１日付医療保険診療報酬改定

後の千葉県内の医療保険機関における言語

聴覚士の業務に関する情報収集と問題点の

把握である。  

 

２． 調査方法 

言語聴覚士の国家資格を有する者が常勤

もしくは非常勤として勤務している千葉県内の

医療保険機関を対象とした。同一施設内の複

数部署にＳＴが在籍する場合には、部署によ

って対象者や業務内容が異なり、問題点も異

なると思われたため、部署ごとに回答を依頼し

た。調査対象部署は計８８ヶ所であった。調査

項目は施設基準等の実態、医療保険診療報

酬改定による問題点の変化、診療報酬改定に

よって生じた問題点、現在請求できない診療

報酬・加算についての４項目から構成され、改

定後の変化については、前回２００２年３月の
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実態調査の結果と比較した。調査票の送付と

回収は各部署への無記名による郵送調査方

式で実施した。調査期間は２００４年１月５日か

ら１月１９日までであった。 

 

３． 調査結果 

調査対象部署８８ヶ所のうち４５ヶ所から回答

があった。有効回収率は５１％であった。 

 

（１）業務環境の実態 

①施設基準の取得状況 

施設基準の取得状況を図１に示した。施設

基準Ⅱが最も多く３２ヶ所７１％、基準Ⅰは９ヶ

所２０％であった。基準未取得の４ヶ所中３ヶ所

は申請予定なしであったが、その理由として面

積要件と人員要件、所属施設の包括診療7の

導入を挙げるものがあった。 

今回回答のあった医療保険施設の部署は，

成人を対象とするものが４１ヶ所９１％であった

のに対し、小児を対象とする部署は１６ヶ所３

５％と少なかった（うち１２ヶ所は両方を対象と

している部署である）。しかし、対象者別に見て

も、取得施設基準の割合に差はなかった。 

 

② 正職員数について 

正職数について、取得施設基準ごとに図２

に示した。基準Ⅰでは２名から３名の部署が多

く、最高５名の正職員が在籍している。基準Ⅱ

では正職員数１名が１８ヶ所と最も多く、次いで

                                                  
7 大学病院や一部の国立病院など、特定機能病院の
一般病棟に入院するあらかじめ定められた疾患の患

者や、回復期リハ病棟、療養型病棟などに導入された

制度で、診療報酬は入院基本料、検査、投薬、処置

料等の包括評価（実施件数にかかわらずあらかじめ決

められた点数を算定）と出来高評価（実施した件数で

算定）の合計となる。療養型病棟ではリハビリテーショ

ンの集団療法は包括されるが、個別療法およびその

他の病棟でのリハビリテーションは出来高評価である。 

２名１２ヶ所であった。対象が小児の部署に所

属する正職員の数は１名から４名であり、対象

が成人の部署と大きく変わらなかった。 

 

③ 職員配置 

図３にＳＴの雇用形態の現状を示した。正職

員が８８％と非常勤を大きく上回っている。また

非常勤のみの部署は３ヶ所４名であった。その

他５ヶ所５名の非常勤は正職員と同一部署に

所属していた（表１）。 

 

④ ひとり職場の割合  

ひとり職場は２０部署と、２人職場の１７部署、

３人以上の８部署を上回り、その割合を前回調

査時（医療機関と療育機関の合計）と比較して

みると、割合はほとんど変わっていなかった

（図４）。 

 

⑤  職員の増減について 

職員の増減について施設基準別に図５、６

に示した。正職員が増加したのは基準Ⅰの部

署が多く、基準Ⅱではほとんどが増減なしであ

った。非常勤はほとんどの部署で増減なしであ

った。減少２件のうち１件は正職員に異動、もう

１件は自己都合退職である。 

 

⑥ 専用療法室の数について 

 ＳＴの専用療法室の数について、前回調査

結果（医療機関と療育機関の合計）と比較した

ものを（図７）に示した。「ＳＴと同数」が顕著に

増加し、専用療法室なしが極わずかであった。

対象が小児の部署では、４ヶ所のうち３ヶ所ま

でが「ＳＴと同数未満」であるが、成人対象の部

署も含めて、専用の療法室数が「ＳＴと同数未

満」の部署は、ほとんどがＳＴ２人以上の部署

であり、専用の療法室が最低１室は確保でき
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ていることが確認された。｢専用の部屋がない｣

部署は基準Ⅱで１ヶ所のみであった。 

 

（２）改定による問題点の変化 

前回の実態調査で医療・療育機関から多く

挙げられた問題点が診療報酬の改定により、

どのように変化したのかを調査した。「良くなっ

た」「悪くなった」「変わらず問題あり」の割合が

多かったものはそれぞれ以下のとおりである。

問題点が変化した部署は、ほとんどが成人を

対象とする部署で、小児を対象とする部署で

は、１ヶ所の部署が「言語聴覚療法以外の仕

事が多い」状況が「悪くなった」と回答したほか

は、全て｢変わらず問題あり｣もしくは｢もともと問

題はなかった｣であった。 

 

①  改善した問題点 

改定によって「良くなった」との回答が多かっ

た問題点は「医療保険点数」「専用の部屋の

広さと数」「必要な教材・機器」の３項目であっ

た（図８）。最も割合の多かった「医療保険点

数」についてさらに施設基準別に分析したとこ

ろ、基準Ⅰの部署では「良くなった」の割合が

非常に高いのに比べ、基準Ⅱの部署では「良

くなった」より「変わらず問題あり」の方が多くの

割合を占めている（図９）。 

 

② 悪化した問題点 

改定によって問題点がさらに「悪くなった」と

いう回答が｢良くなった｣を上回ったのが「対象

者に対するＳＴの人数」と「必要な訓練時間の

確保」、「時間外勤務が多い」であった。（図１

０）対象者に対するＳＴの人数について施設基

準別に見てみると、基準Ⅱより基準Ⅰのほうが

「悪くなった」と捉えている割合が明らかに高い

（図１１）。 

 

③ 依然として問題の残る点 

 改定後も依然として問題が残っている主なも

のは、図１２に示すとおりである。「適当な助言

者・指導者の不在」は９割以上が「変わらず問

題あり」と回答している。他に「他施設との連

携」、「言語聴覚療法以外の仕事が多い」とい

う項目も８割以上が「変わらず問題あり」と回答

していた。 

 

（３）新たに生じた問題点 

①改定後の業務量の変化 

改定に伴って、業務にどのような変化があっ

たかを調査したところ、図１３のような結果にな

った。どの項目も「変化なし」が多いが、｢増加

した｣と回答した部署も３割前後あった。特に

「記録・文書作成時間」に「増加」の回答が多

い。また、基準別に比較したところ、基準Ⅰで

は「１日あたりの患者数」、「記録文書作成時

間」をはじめ全体的に業務が増加しているが

「家族指導/環境調整時間」については「不

変」、「減少」との回答が多かった（図１４）。小

児が対象の部署では業務量に変化のあったと

ころはなかった。 

 

② 改定に伴って新たに生じた問題点 

 改定に伴って新たに生じた問題点として、ま

ず、「月１０回を越える個別療法の点数の３割

削減」を基準Ⅰ、Ⅱの部署ともに問題点として

あげている（表２）。その他の項目を施設基準

別に見てみると、基準Ⅰでは多くの部署が「患

者一人一日あたりの単位数制限」をあげ、「１

単位が２０分であること」「ＳＴ１人１日あたりの

単位数の制限」「施設基準の面積要件」をあげ

ているのはほとんどが基準Ⅱの部署であった。

小児を対象とする部署では｢施設基準の人員
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要件｣および｢面積要件｣を挙げる割合が多か

った。 

 その他の問題点として記述されたものには、

「診療報酬に対する圧力が強くなった」、「施設

基準を上げるための要件が厳しい」などがあっ

た。 

 

（４）診療報酬算定外の業務 

① 業務の実態 

今回の医療保険診療報酬改定によって、言

語聴覚療法についてはＰＴ ・ＯＴと同価の診

療報酬が得られることになったが、ＳＴの業務

の中には診療報酬として請求できないものも

少なくない。ここではＳＴが現在診療報酬として

請求できない業務、および他職種では認めら

れて、ＳＴにはない加算に関して、実際に実施

されている件数を調査した。図１５は各業務別

に、現在実施しているあるいは実施したいと考

えているという回答が多いもの、すなわちニー

ズが高いと考えられるものから順に示した。失

語症検査等の「臨床心理・神経心理検査」に

ついては実施していない部署はわずかであり

（図１６）、ニーズとしては９割以上であることが

明らかになった。また、「家族指導」「月４回を

超える摂食嚥下訓練」「退院時指導」「早期リ

ハ」のニーズも高いことが分かった。「月４回を

超える摂食嚥下訓練」「早期リハ」について、

各部署の１ヶ月の実施回数をみてみると、行っ

ていないという部署と月１１回以上実施してい

るという部署が多かった（図１７）。「訪問指導」

を行っている部署は２ヶ所のみであったが、診

療報酬を算定できれば実施したいという部署

は多く、約半数の部署でニーズがあった。 

 

② 診療報酬の算定を希望する業務について 

実際に実施している業務のうち、診療報酬、

または加算の算定を希望する項目について表

３に示した。ニーズの最も高かった「心理検査」

は、算定の希望も最も多い。また「月４回を超

える摂食嚥下指導」もそれに次いで希望が多

い。一方「早期リハ」加算については、すでに

実施している部署が比較的多いにもかかわら

ず、算定希望は「嚥下造影検査」と同数という

結果になっている。 

 

③ ＳＴ独自の加算について 

 ＳＴの対象患者の障害特性を考慮してＰＴ ・

ＯＴにはないＳＴ独自の加算をつけるべきかど

うかについて調査したところ、全回答４５ヶ所中

３３ヶ所のみから回答を得た（図１８）。ＳＴ独自

の加算を｢希望する｣が２２ヶ所（６７％）、｢希望

しない｣が１１ヶ所（３３％）であった。ＰＴ ・ＯＴと

足並みをそろえることを希望するという意見が

ある一方、ＳＴ独自の加算として、慢性期リハを

考慮したものや、家族指導、他施設への紹介

状などの書類作成、早期加算の期間延長など

が挙げられた。 

 

４．考察 

前回２００１年度の実態調査で、医療・療育

機関に勤務する多くのＳＴから挙げられた問題

に、｢医療保険点数が低い｣｢専用の部屋が狭

い・ない｣｢必要な教材・機器が不足している｣

「他職種との連携が難しい」｢適当な助言者・指

導者がいない｣｢地域での受け皿がない｣｢行政

の関心が低い｣が上位を占めていた。これは当

時、医療保険点数が低く、このためにＳＴの雇

用の拡大や設備面の整備が妨げられており、

それが言語聴覚療法に対する社会的認知度

が低い一因になっているのではないかと思わ

れた。 

その直後の２００２年４月の医療保険診療報



 5

酬改定で、言語聴覚療法は診療報酬がＰＴ・

ＯＴと同価に引き上げられ、また施設基準が定

められたため、調査であげられた問題点の多く

に変化が見られたと予測された。今回、改定後

約２年を経過し、診療報酬の改定によってＳＴ

の業務環境や業務内容にどのような変化が見

られたか、改善が見られた点、新たに問題が

生じた点、さらに改善が望まれる点について検

討した。 

 

（１）業務環境の変化 

① 施設基準の取得状況 

回答のあった４５部署のうち施設基準を取得

している施設の所属するものは９割以上であり、

ほとんどの医療および療育施設で、言語聴覚

療法が保険診療で行われているという結果で

あった。しかし、申請予定のない部署も３ヶ所

あり、その理由として人員要件および面積要件

が満たせない、包括診療の導入で施設基準を

取得する意味がないという回答もあった。面積

要件が厳しすぎることは、すでに基準Ⅱを取

得している部署の約半数からも、問題点として

挙げられており、施設基準取得のみならず、基

準Ⅱから基準Ⅰへの移行を困難にしている要

因となっているように思われる。 

 

② 人員配置に関する変化 

職場構成人員についてみると、施設基準の

要件に専従する常勤ＳＴの数が基準Ⅰでは「３

人以上」、基準Ⅱでは「１人以上」と明記された

ことから、ほとんどの部署にＳＴが正職員として

配置されており、非常勤のみの部署は３ヶ所、

４人のみであった。基準Ⅱで正職員なし、非常

勤のみという回答が１ヶ所あったが、同一施設

内にＳＴが所属する部署が複数あり、施設全

体としては人員要件を満たしている場合である

と思われる。基準Ⅰで正職員が２人という部署

も同様の状況と思われる。その他の場合は基

準が未取得であった。 

改定後職員の増員がなされた部署は５ヶ所

にとどまり、そのほとんどが基準Ⅰの部署であ

った。改定がＳＴの雇用拡大につながっていな

いことがわかる。改定で心配された非常勤ＳＴ

の雇用について、回答のあった部署で非常勤

職員数が減少したところは２ヶ所２名であった。

１名が正職員に異動、１名が自己都合退職で

あり、解雇はいない。しかし、今回の調査が現

在ＳＴの勤務する施設のみを対象としており、

すでにＳＴが解雇され、言語聴覚療法の実施

を中止してしまった施設の状況を把握できな

かったため、その状況が懸念される。 

 

③ 設備面の環境に関する変化 

ほとんどの部署で最低１室のＳＴ専用の療

法室が確保されていることが確認された。療法

室数でみると、７割以上の部署で「ＳＴと同数以

上」の療法室が確保されており、この割合は前

回調査時の５割よりも大幅に増加している。施

設基準の要件に専用の療法室の広さと数、必

要な機器が明記されたことに起因すると思わ

れる。これによりＳＴ業務を行う際の環境が改

善した様子がうかがわれ、多くの部署が「部

屋」「教材・機器」については改定を｢良かった｣

と評価している。一方、小児対象の部署では４

ヶ所中３ヶ所でＳＴ数と｢同数未満｣の療法室数

しか確保されておらず、｢部屋｣に関する問題

点も｢変わらず問題あり｣との回答だった。また、

｢専用の部屋がない｣部署が基準Ⅱで１ヶ所あ

ったが、これは、施設全体では基準を満たして

いるものの、部署によっては専用の療法室が

確保できない場合があるという厳しい状況の存

在を示している。 
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（２）問題点の変化 

①改善された問題点 

ＳＴにとって、改定による最大の変化は、言

語聴覚療法の診療報酬がＰＴ・ＯＴと同価に引

き上げられたことである。「保険点数が低い」に

ついて、改定後「良くなった」と評価するものが

全体の半数を超えた。ただし、施設基準別に

比較すると、基準Ⅰの部署では全ての部署で

「良くなった」と回答しているのに比して、基準

Ⅱの部署では、「良くなった」の割合が顕著に

低く、「変わらず問題あり」が多くの割合を占め

ている。このように取得基準によって満足度が

大きく異なっていた。これは言語聴覚療法の

保険点数が施設基準により差が大きいため

（個別療法１単位で基準Ⅰでは２５０点、基準

Ⅱでは１８０点）、基準Ⅱの部署では、改定前と

比較しても、業務に見合う報酬が認められたと

捉えにくいためではないかと予想される。 

また、前回調査では多くのＳＴが「必要な教

材・機器が不足している」「専用の部屋が狭い・

ない」を問題点にあげていたが、これらの問題

は､施設基準の別なく｢良くなった｣と回答した

部署が多かった。設備面の業務環境について

は、改定によって整備されてきたと考えられ

る。 

 

②悪化した問題点 

前回調査より状況が「悪くなった」という回答

の割合が「変わらず問題あり」に次いで多かっ

たものに「必要な訓練時間の確保が難しい」

｢対象者に対するＳＴの人数が少ない｣｢時間外

勤務が多い｣があるが、これは、改定により新た

に生じた問題点として後述する点数の制限や

削減が影響していると思われる。 

改定後、３割前後の部署で業務量が｢増加

した｣と答えている。しかし、ＰＴ・ＯＴと同等の

業務を行っていてもＳＴには加算がつかない、

あるいは診療報酬を請求できない業務がある

ために、点数制限の枠の中でＰＴ・ＯＴが優先

され、ＳＴに必要な訓練時間が確保できない、

あるいは勤務時間を超えてサービスで実施す

るという事態を生んでいる可能性が考えられ

る。 

｢対象者に対するＳＴの人数が少ない｣状況

がさらに｢悪くなった｣という回答は、基準Ⅰの

部署において特に多かった。基準Ⅰの部署で

は、正職員、非常勤合わせて、増員されたとこ

ろが約半数である。全体的にも職員数が２人

から６人と多い。同時に、全体的に業務量が増

加したと回答した割合も、基準Ⅱの部署に比し

て多かった。患者が多い部署では、改定によ

る業務量の増加にＳＴの増員が追いつかず、

人手不足であるということが示唆された。これも

「必要な訓練時間の確保が難しい」一因にな

っていると思われる。 

 

③依然として問題の残る点 

前回調査で問題点の上位に挙がっていた

｢適当な助言者・指導者がいない｣状況は、そ

の原因がひとり職場や非常勤ＳＴが多いからで

あろうと考えられたが、保険改定後も問題点は

解消されておらず、９割以上の部署が「変わら

ず問題あり」と回答している。ひとり職場の割合

は、前回調査時とほとんど変化がなく、多くのＳ

Ｔが依然として孤軍奮闘を余儀なくされている

と言えよう。 

他に「変わらず問題あり」の割合が多かった

ものに「他施設との連携」があるが、ＳＴの数が

全体的に増加しない中、施設間の連携も困難

な状況が続いていると考えられる。「ＳＴが増え

たように思うが、協力しやすくなったとは感じな
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い。」との記述もあった。 

｢言語聴覚療法以外の仕事が多い｣につい

ては、医療保険施設におけるＳＴの多忙さが

伺われる。現場において求められる仕事が診

療報酬の影響を直接受けるものばかりではな

いことは周知の事実であるが、今回の改定で

は、実施計画書の作成など新たな業務が増え

たことに加えて、人手不足が解消されなかった

ことも一因と考えられる。 

また、小児対象の部署では、ほとんどの問

題点は依然として残っており、状況は改善も悪

化もしていないと考えられる。 

 

（３）新たに生じた問題点 

 ｢１年間の延べ患者数｣｢１日あたりの患者

数｣｢記録文書作成時間｣｢他職種との意見交

換時間｣｢家族指導/環境調整時間｣において、

業務量については、半数以上の部署で「変わ

らない」としながらも、どの項目においても「増

加した」という部署が３割前後あり、「減少した」

より多かった。診療報酬の引き上げに伴い、言

語聴覚療法の対象患者が増えたと予想される

が、診療報酬の算定に当たって、他職種と共

同でのリハビリテーション計画の策定や、３ヵ月

ごとの言語聴覚療法の実施計画書作成など、

改定後新たに加わった業務もある。約３分の１

の部署が改定後新たに生じた問題として「臨

床以外の業務が増えた」を挙げている。また

「時間外勤務」について「変わらず問題あり」に

次いで「悪くなった」が「良くなった」を上回って

いたことからも、保険改定後、ＳＴの業務は全

般的に多忙になったと言える。 

基準Ⅰの部署では、特にその傾向が強かっ

た。しかし、「１日あたりの患者数」や「記録文書

作成時間」が増加している部署が多い一方で、

「家族指導/環境調整時間」が減少している割

合が多く、多忙な業務のやりくりの中で、家族

指導や環境調整にしわ寄せがきている可能性

も示唆された。 

改定によって点数の算定に様々な制限が

生じたのも事実である。特に半数以上の部署

から問題として挙げられたものは、「月１０回を

超える個別療法の点数の３割削減」であった。

次いで「１単位が２０分であること」「患者１人１

日あたりの単位数制限」「ＳＴ１人１日あたりの

単位数の制限」がある。記述回答にみられたよ

うに「診療報酬に対する圧力が強くなった」状

況が一方にある中で、これらの点数制限、削

減によって、多忙な業務がそのまま診療報酬

に直結しないというジレンマが新たに生じてい

る。 

同時に、これらの制限のために、患者の必

要量に応じた訓練時間の確保が難しくなって

いる。診療報酬を上げるため、算定できる範囲

でのみ訓練を行うこととなれば、患者の多い職

場では、必要以上に早期に訓練が終了される

という事態も起こりかねないと懸念される。他院

からの転院や外来患者の受け入れには消極

的にならざるを得ず、施設間の連携が進まな

い結果になっているとも考えられる。 

 

（４）診療報酬算定外の業務 

① 業務の実態 

多忙な業務がそのまま診療報酬に反映され

ない理由として、実施していても診療報酬が算

定できない業務の問題が改定後も残っている

ことが一因として考えられる。改定後、「必要な

訓練時間の確保が難しい」｢時間外勤務が多

い｣状況が｢悪くなった｣背景には、ＰＴ・ＯＴと

同等の業務を行っていてもＳＴには加算がつ

かないか、あるいは診療報酬を請求できない

業務があるために、点数制限の枠の中でＰＴ・
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ＯＴが優先されるという傾向があるのではない

かと推測される。その結果、ＳＴに必要な訓練

時間が確保できない、あるいは勤務時間を超

えてサービスで実施するという事態が生じてい

ると思われる。これらの業務に関しては、ＰＴ・

ＯＴとの診療報酬の格差を解消する必要が認

められる。今回、診療報酬算定外でどのような

業務を実施しているか、その頻度と診療報酬

を希望するか否かを調査した。診療報酬を請

求できなくても実施している業務では、「臨床

心理・神経心理検査」が最も多く８割を超え、

ついで「家族指導」「月４回を超える摂食嚥下

訓練」「早期リハ」「退院時指導」であった。摂

食嚥下訓練と早期リハについては、全く実施し

ていない部署と月１１件以上実施している部署

が多く、部署間の差が大きかった。これは対象

患者の違いによるものと思われる。 

この５つの業務は、ニーズの高さにおいても、

診療報酬または加算の算定を希望する業務

においても上位を占めていた。全体的には、

ニーズが高く、実施件数が多いものについて

は診療報酬の算定を希望するものが多い。 

早期リハ加算については、実施している部

署が多いにもかかわらず、算定希望は、嚥下

造影検査と同数と、やや下位になっていた。そ

の理由として、施設の性格や部署によっては、

対象患者がかならずしも早期リハ加算の対象

となる者ばかりではないこと、また、言語聴覚

療法における早期リハの意味づけが必ずしも

はっきりしないことなどが考えられる。早期リハ

加算と同様に、ＰＴ・ＯＴにのみ認められている

加算に病棟ＡＤＬ訓練加算と老人の外来移行

管理加算がある。これについては、実施してい

る部署が比較的少なく、算定を希望するものも

少なかった。 

訪問指導についても算定希望は少なかった

が、これも実施している部署が非常に少ないた

めと思われる。算定できれば実施したいとする

部署が全体の約半数を占めることから、診療

報酬の算定に対する要望は低くないと言える。 

 

② ＳＴ独自の加算について 

加算については、対象疾患や訓練内容の

違いから、たとえＰＴ・ＯＴに認められている診

療報酬や加算が必ずしもＳＴには必要ない、

および、対象疾患の特徴や訓練内容の違い

から、ＰＴ・ＯＴとは異なる加算があってもよいの

ではないかとの意見もある。 

そのような観点から、どのような加算を希望

するかを問うたところ、慢性期リハを考慮した長

期にわたるフォローや集団訓練、早期リハ加

算のつく期間延長、家族指導、他施設への紹

介状など文書作成が挙げられていた。言語聴

覚療法の対象疾患は、高次脳機能障害である

失語症や、小児の言語指導など、回復が緩や

かで長期にわたるものが多い。他動的に操作

することも難しい。対象者の意識レベルの低下

などから、狭義の言語訓練に適さない状態が

多く見られる早期からの働きかけを、ＰＴ・ＯＴ

にならって重視するよりも、長期にわたるフォロ

ーを確保できる制度が望まれている。 

集団療法も、言語聴覚療法においては、個

別療法に劣るものでは決してなく、かえって集

団療法をコミュニケーションスキルの向上の場

と考えて、慢性期においては、個別療法と同

等の価値をもつものと位置付けられる。 

また、コミュニケーション障害という点で、家

族指導や他施設との連携は、コミュニケーショ

ンの環境調整という意味でより重要視されるべ

き業務である。家族指導は、ＰＴ・ＯＴが患者の

退院を前に家屋改造などの助言を行う「退院

前訪問指導」に匹敵するものと考えられ、相応
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の報酬が認められて良いものと思われる。対

象が乳幼児の場合も、より良い発達を促すた

めに患者本人よりも家族指導が重要である場

合が多い。 

転院時などの文書作成は、算定の可否にか

かわらず重要なものであるが、診療報酬が算

定できることで業務が促進され、より良い施設

間の連携が期待できる。 

一方、ＳＴ独自の加算を希望しないものが１

１部署、回答のなかったものが１２部署あり、Ｐ

Ｔ・ＯＴと足並みが揃えばよいという意見もあっ

た。診療報酬については、所属する部署や対

象患者、職責等により捉え方が様々である。い

っそうの討議を重ねた上で、今後の診療報酬

の改定に向けて働きかけていく必要があろう。 

 

（５）２００４年度医療保険診療報酬改定8につ

いて 

２００４年４月１日付の診療報酬の改定により、

｢言語聴覚療法Ⅲ｣の施設基準が新設され、療

法室に関する施設基準の要件が緩和された。

また、｢早期リハ加算｣と「訪問指導」の算定要

件に言語聴覚療法が追加された。｢集団療法｣

の算定制限は、発症後１８０日以内の患者に

ついて月８単位から月１２単位に変更された。 

基準ⅢにおけるＳＴの人員要件は「週１日以

上勤務する専従する言語聴覚士がそれぞれ１

                                                  

                                                 

8 １）在宅訪問リハビリテーション指導管理料の算定要

件に言語聴覚士が訪問した場合を追加。２）簡易聴力

検査の点数がイ標準純音聴力検査（１１０点）とロその

他（４０点）に変更。３）言語聴覚療法Ⅲの新設（個別１

００点、集団４０点）。４）集団療法の算定制限を急性発

症した脳血管疾患等の疾患の患者で発症後１８０日以

内のものについては、１日２単位、かつ、１ヶ月に合計

１２単位に緩和。５）言語聴覚療法への早期加算の導

入。さらに療法室については、個別療法を実施する場

合に個別療法室の、集団療法を実施する場合に集団

療法室の設置を要件としており、業務内容に合わせて

どちらか一方のみの療法室の要件を満たしていれば

基準の取得が可能になった。 

人以上勤務すること」であり、これにより非常勤

ＳＴが医療保険施設で勤務できる道が開けた

と言える。また、規模の小さな地域の医療施設

にとっても、患者数に見合った日数だけＳＴを

雇用することが可能になった。患者にとっても、

在院期間が短縮されて早期に在宅に戻ったも

のがわざわざ遠くの規模の大きな医療機関に

行くことなく、地域の医療機関でＳＴによる訓練

が受けられる可能性が出てきたことは朗報であ

る。しかし、ＳＴにとっては、過去２回の実態調

査で明らかになった問題点の多くが｢ひとり職

場｣｢非常勤｣に起因することを考えると、基準

Ⅲの新設は、この状況を助長するものにならな

いか、懸念される。 

今回の調査で、引き上げられた診療報酬が

正当に評価されるのは主に基準Ⅰの施設であ

ることがわかった。また、人員の増加もほとんど

が基準Ⅰの部署であった。現在、依然として残

っている問題点の解決のためには、更なるＳＴ

の増員が望まれるが、そのためには基準Ⅰの

施設が増えることが望ましい。基準取得あるい

は基準Ⅱから基準Ⅰへ移行する上で面積要

件が厳しすぎるとの意見が多かったが、今回

の改定で面積要件が緩和されたことにより、状

況に改善が認められることを期待したい。さら

に将来的には、たとえば総合リハＢ9のような新

たな基準を設けて、面積要件が緩和されること

も、１つの解決策のように思われる。 

すでに半数以上の部署で相当の業務が実

施されている｢早期リハ｣について、ＳＴにも加

 
9 従来の総合リハの施設基準は、ＰＴ５名以上、ＯＴ３

名以上、ＰＴ室３００㎡、ＯＴ室１００㎡であったのが、平

成１４年の診療報酬改定で、面積要件を満たすことが

難しい特に都市部のリハ施設を対象に新たに設けら

れた基準で、面積要件をＰＴ・ＯＴ合計で２４０㎡以上と

緩和し、人員要件をＰＴ・ＯＴ各６名以上計１５名以上と

厳しくしたもの。従来のものをＡ、新設されたものをＢと

する。 



 10

算が認められたこと、また実施希望が半数近く

ありながら、実際にはほとんど実施されていな

かった｢訪問指導｣についてＳＴが算定要件に

加わったことは、ＰＴ・ＯＴとの格差が多少なりと

も是正されたと言う点で評価すべきである。今

後は、「早期リハ」に重点が置かれるあまり、慢

性期リハが手薄にならないような更なる手立て

が必要と思われる。 

「訪問指導」については、介護保険サービス

として言語聴覚療法が認められていく上での１

つステップとしても、大きな前進である。ただし、

調査結果に見られるように多忙な業務を抱え

るＳＴが、訪問の時間をどう捻出できるのか、あ

るいは訪問要員として新たにＳＴの雇用が広が

るのか、動向を見守る必要があろう。 

また、｢退院時指導｣や｢月４回を超える摂食

嚥下訓練｣の算定が見送られたことは残念で

ある。｢集団療法｣の算定制限の緩和が発症後

１８０日以内とされたこともＳＴ対象患者の現状

にはそぐわないものと思われる。今後、今回の

改定に伴うＳＴの状況の変化、ならびに現状に

見合った改定への働きかけを検討していきた

い。 

 

５．まとめ 

 ２００２年 4 月の医療保険診療報酬改定後、

千葉県内のＳＴの業務環境や業務内容にどの

ような変化が見られたか、医療保険施設に勤

務するＳＴを対象に調査を行い、以下の結果

を得た。 
１）９割以上の部署の所属する医療保険施設

が施設基準を取得していた。それによって、

正職員の配置や専用室の確保がほとんどの

部署で達成されていた。 

２）設備面の問題は、大半の部署で改善されて

                                                                      
 

いた。 

３）雇用の面では、ＳＴが増員された部署はわ

ずかであり、ひとり職場の割合は前回調査

時と変わっていなかった。そのため、それに

起因すると思われる「助言者や指導者の不

足」や「施設間の連携」がまだまだ困難な状

況にあると推察された。 

４）診療報酬の引き上げは概ね評価されている

が、新たに設けられた算定上の制限のため

に、業務がそのまま報酬に反映されない新

たな問題が生じている。 

5）ＳＴの数が大きく増加しない中、改定後も診

療報酬または加算の算定ができない業務の

中で、「臨床心理・神経心理検査」「家族指

導」「月４回を超える摂食嚥下訓練」「早期リ

ハ」「退院時指導」の５つはニーズの高さに

おいても、算定を希望する業務においても

上位であった。 

６）ＳＴの対象患者の障害特性を考慮したＳＴ

独自の加算を希望するものは全体の約半数

であった。 

この結果をふまえ、本県士会が２００１年度に

実施した実態調査で医療・療育機関に勤務す

るＳＴから挙げられた問題点について、改善が

見られた点、新たに問題が生じた点、さらに改

善が望まれる点を検討し、ＳＴ独自の加算の是

非についても考察を加えた。 

 

６．提言 

実態調査委員会では、今回の結果を受け、

日本言語聴覚士協会および千葉県言語聴覚

士会に次の事項を提言したい。 

日本言語聴覚士協会に対しては、臨床業

務の充実とＳＴの雇用拡大を図るため、以下の

調査を全国規模で実施し、それに基づく医療

保険診療報酬改定を厚生労働省に求めてい
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くことを提言する。 

①面積用件の緩和に伴う施設基準ごとの施設

数の変化と、基準を満たせないために現状

にとどまっている施設状況の把握、および、

基準の引き上げや取得を可能にする現実

的な療法室数や面積についての調査。 

②診療報酬や加算の拡充を希望する業務、

およびＳＴ独自の加算を希望する業務に関

しての調査。 

千葉県言語聴覚士会に対しては、助言者・

指導者の確保と施設間の連携の改善を図るた

め、研修会と地域のネットワーク作りの充実を

提言する。 
                                                  
i 「千葉県内における言語聴覚士の業務に関する実
態調査報告」 千葉県言語聴覚士会 ST業務実態調

査委員会、2001. 


